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偽発票への注意喚起 

近頃、税務当局では偽発票の摘発を強化している。弊社の周辺でも、最近いくつかの会社が税務調査を

受けたが、一部で偽発票が発見された。特に会社事務所や駐在員の賃貸マンションの賃貸料の発票に、偽

物が多く出ている。賃貸料の場合、金額も大きいが、過去一年間、酷い場合には数年間に亘って偽の発票を

受け取っていたという事例もある。 

税務局だけでなく、公安部門も偽発票の情報に基づき直接対象企業への家宅捜索を実施し、賃貸主や発

票の発行代行会社まで遡って偽発票の取り締まりに当たっている。 

借主側である企業としては、偽発票が摘発された時に、往々にして自分達が故意に偽発票を購入したわけ

ではないし、発票の発行は収入を得た貸主側の義務であるから、貸主側の責任で、我々には関係ないと思い

がちである。だが、現実はそう簡単にはいかないようだ。 

 

国税発[2008]128 号第六条には、「納税人は虚偽の発票を税引き前控除、税金控除、輸出減免税及び財

務精算に用いてはならない。」とあり、《中華人民共和国発票管理弁法》第三十六条第四項にも、「規定に合

わない発票を受け取った場合は、税務機関により相当の期限までにこれを是正し、非合法所得を没収し、1

万元以下の罰金に処する。」とある。 

実際、弊社顧客企業の中にも、偽発票が発見されたところでは、該当する支出経費は損金不算入と税務

局から指導され、前年度の企業所得税の修正を余儀なくされ、一部では相応の罰金を課せられたケースもあ

った。 

偽発票を完全に未然に防ぐのは非常に困難だが、内部統制管理を改善し、リスク管理意識を常に保って

いれば、ある程度は防ぐことができるだろう。 

 

そこで、次のような手順で、リスク予防対策を講じては如何だろうか。 

 

1. 今まで受け取った賃貸発票を自主的に調べ、今後受け取る発票にはその真偽を検証する。通常、

普通発票の偽物は、税務局の HP でその真偽を判別することができるし、必要であれば高額の発票は税務

当局で鑑別することが可能である。（詳細な方法は次ページ以下を参照） 

2. 貸主にまず発票を発行してもらい、確認してから支払いを実施する。 

3. 新規の賃貸契約を結ぶ時や、賃貸契約を修正する時に、「貸主が提供した偽発票のせいで借主が

損害（罰金、税金損失）を被った場合は、一切貸主がこれを負担する。」という規定を盛り込む。 

   

次ページ以下に、上海の法人又は個人用発票の真偽を確認する手順を簡単に説明した。 
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1.“上海税務網”  http://www.csj.sh.gov.cn/pub/ にアクセス。 

 

 2. トップページ下の“信息查询”（情報問合せ）をクリック 

 

 
 

 

3.  発票コード及び番号を入力。 
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4.真偽の結果を確認。 

Case 1 : 発票が本物の場合 

 

 
Case 2 : 発票が偽物の場合 

 

 

 

以上

 


